
1 はじめに

本稿の目的は, 貧困尺度を基礎付けるさまざまな公理が人々の実感と整合的なのかどうかにつ

いてアンケート調査を利用して検証することである. こうした領域の先行研究として, 欧米の大

学生を対象にしてアンケート調査を行った結果に基づいたAmiel and Cowell (1999) をあげる

ことができる. われわれは, 日本の大学生を対象に同種の研究を行い, 彼らの結果と比較すると

ともに貧困尺度の背景にある公理が人々によって支持されているのかどうかについて検討する.

ある社会や集団の貧困度を, 所得をもとに数値化する貧困尺度においては, 家計や個人が貧困
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層に入るか否かの基準となる貧困ラインの所得を設定し, それより下位層の割合や指標を求める

といった方法が一般的である. そうした尺度のシンプルで代表的なものが, 頭数比率 (head

count ratio) や所得ギャップ比率 (income gap ratio) である(1). ある所得分布 xをもつ集団の

人口を�(x), 貧困ラインを示す所得より低い所得をもつ人口を�とするとき, 頭数比率�は,

��
�

����

と表される. また, 貧困ラインを示す所得を z , それより所得が低い貧困層の平均所得を��と

すると, 所得ギャップ比率�は,

��
����

�

と表される. 頭数比率は貧困層にいる人々の所得水準がどのようなものであるのかといった貧困

の程度についての情報を提供できない. また貧困層のなかでの所得移転, たとえば, 所得が高い

ものから所得の低いものへ所得移転が行われるような所得分配を反映しない. 所得ギャップ比率

も後者についての情報は提供できない.

こうした問題に対し, Sen (1976) を機に所得分布の変化に応じて貧困度を測ることができる

貧困尺度が提案されるようになった. そこでは, 貧困尺度は貧困を測る上で必要と考えられるい

くつかの公理系を満たすことが求められる. Sen によって提起された貧困測度, S 測度は後述す

るような単調性, 弱移転原理, 対称性, 複製に関する不変性, 規模に関する不変性, 焦点性公理

といった公理を満たすものである. その後, 分割可能性やサブグループ整合性など S 測度が満

たしていない公理を満たす貧困尺度についての研究が進んだ. その代表的なものとして,

Foster, Greer, and Thorbecke (1984) によって提案された FGT 尺度がある. これは, 貧困

ラインより所得が低い人々の集合を ����, 貧困ラインの所得と個別の所得の差を

�������� ����とすると,

	
�

��������

�

�
�

������
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と表すことができる(2). こうして貧困度を測るために要求される公理とそれを満たす尺度の開発

が行われ, 多くの実証研究も行われてきた(3).

貧困に関する判断を所得に基づいて行う場合, 貧困度は, 所得分布に貧困尺度を適用して計算

される. しかし, 貧困の程度やその変化について貧困尺度が示す判断と人々が受け止めている認

識とは, 必ずしも一致するとは限らない. このことは, 貧困という問題に対する政策上の議論に

も影響を及ぼしうる. すなわち, 経済政策, 社会政策上, 貧困尺度に基づく貧困度が施策選択の
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� これらの訳は鈴村, 後藤 (2001), p.210 を参照.

� 貧困尺度の研究の流れについては, Sen (1997), Zheng (1997), Dutta (2002), 鈴村, 後藤 (2001)
を参照. FGT尺度の表記は, Foster, Greer, and Thorbecke (1984) による.

� 著者たちも Hasegawa and Ueda (2004), (mimeo) において, ベイジアンの手法を使って FGT 尺
度を用いた実証研究を行っている.



一つの資料となる場合, その貧困度が人々の感じる貧困度と乖離があるならば, 適切な政策の選

択に支障が生じることにつながるからである.

Amiel や Cowell らの一連の研究は, アンケート調査という方法によってこうした点について

実証的に研究したものであった. 彼らは, 仮想の所得分布を数値例として与えたり, その変化に

ついて記述した文章を与えたりすることによって, 貧困尺度の背後にある公理系が満たされるも

のかどうかという点を調べている. われわれは, 彼らの質問票を修正した上で同様の調査を行い,

結果について分析を行う.

本稿は, 以下のように議論を進める. 第 2節では, 貧困尺度の背景にあるいくつかの代表的な

公理をあげる. 第 3節では, われわれが行ったアンケート調査について, 調査票の内容や調査の

方法を述べる. 第 4節では, 集計結果ならびにそれについて若干の考察を行う. 第 5節では, ま

とめと今後の課題について記す.

2 貧困尺度を支える公理

貧困尺度が所得分布の変化を反映する場合, 満たすことを求められるいくつかの公理がある.

貧困尺度として提案されてきた尺度がこれらをすべて満たすとは限らない. そうした貧困尺度の

背景にあるいくつかの公理をあげて内容を示して定式化を行う(4).

以下の記号を定義しておく. x は個々の所得が����������であるような所得分布ベクトルを

表す. x の要素の数を�(x), 平均を����, そして所得分布 xの貧困度を�(x) とする. また,

貧困ラインを示す所得を�とする.

2.1 単調性 (Monotonicity)(5)

単調性が満たされているということは, ある所得分布において, 所得が貧困ラインの所得より

も低い人の所得が増えたとき, その所得分布の貧困度が低下することを意味する. 特に, 増えた

後の所得も貧困ラインの所得より低いが, 貧困度は低下する場合, 弱単調性が成り立つという.

これを表すと,

��� ��� �
�
� , かつ��� �

�
� (但し, �� ��ならば, ����	 ���

�
�


と表すことができる.
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� 各公理の内容および定式化については, Amiel and Cowell (1999), Chapter 7 および Appendix A
による.

� ｢対称性｣, ｢複製に関する不変性｣, ｢焦点性公理｣ といった訳は, Sen (1997) の鈴村, 須賀による邦
訳 p.193 を参照. "anonymity" については, Sen における "symmetry" と内容的に同一なので ｢対称性｣
を訳として用いた.



2.2 移転原理 (Transfer principle)

移転原理は, 弱移転原理と強移転原理にわけられる. 弱移転原理を満たすとは, ある所得分布

において貧困ラインの所得より低い所得の二人のうち, 所得の順序は変えないように所得が高い

方(��) から低い方(��) に少量の所得移転 (�) がなされる場合, 貧困度は低下することを意味

する. つまり,

｢ある���について, �
�
�� ����� ����� �

�
���かつ, ��� �

�
� (但し, �� ���) ならば,

���	� ���
�
	である.｣

と表すことができる. 強移転原理を満たすとは, 貧困ラインより所得の低い二人において, 相対

的に所得の低いほうから高いほうへ移転が行われると, 貧困度は高くなることを意味する. この

場合, 移転後に相対的に所得の高いほうが, 貧困ラインを超えたとしてもかまわない. この強移

転原理は,

｢ある ���について, そして �
������	, ��� �
�
� (但し, �� ���) について,

�
�
�� ����� ����� �

�
�ならば, ���	� ����	である.｣

と表すことができる. ただし, �(x)を所得分布 xをもつ集団のメンバーとすると, IIは貧困者

のインデックスの集合で������	�����
 ���	���� ��である.

2.3 対称性 (Anonymity)

対称性は, 集団において所得分布自体に変化はないが, 所得の受け取り手が入れ替わっても貧

困度に影響がないということである. つまり, ある集団に属するAと Bの所得が入れ替わって

も, その集団の貧困度に変化はない. したがって, 対称性は,

｢すべての所得分布xとその要素の順序を変える任意の順列行列�について, ���	� ����	.｣

と表すことができる.

2.4 複製に関する不変性 (Population replication)

これは, 同一の所得分布をもつ二つの集団が合わされて一つの集団となっても, 貧困度は変化

しないことを表す. つまり,

｢同一の所得分布の集団が �個合併した集団の所得分布を �������
�	とするとき,

���	� ���	.｣

となる.

2.5 分割可能性 (Population decomposability)

この公理が満たされていれば, 同じ人数で平均所得が等しい二つの集団に, やはり同じ人数で

平均所得が等しい別の集団がそれぞれ合併した場合, 合併する前の貧困度の順序と合併したあと

の貧困度の順序は変わらない. この公理の定式化は, 一般には,

｢	�
���
	であるような所得分布 �	, �
�
	について, 
��		� 
��

�
		����		����

�
		, であ
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り, すべての gに対して������ ���
�
��ならば, ������������ ���

�
���

�
���

�
��である.｣

となる. 上の説明は, ��������
�
�の場合に相当する.

2.6 焦点性公理 (Focus axiom)

焦点性公理は, 貧困尺度は貧困ラインより所得の低い貧困層の所得にのみ影響されるというこ

とを主張する. この公理によれば, 貧困層の人々の所得分布が変わらないが, 貧困ラインよりも

高い所得の人たちの所得分布が変わっても, 貧困度に変わりはないということになる. つまり,

｢����であるすべての�について, ��� �
�
�ならば, ����� ���

�
�である.｣

である.

2.7 集団の人口増加と貧困についての公理

これは, ある集団に新しいメンバーが加わった場合, 貧困尺度はその集団の貧困度の変化をど

のように反映すべきか, ということに関わる性質を表す. これについては, 新しいメンバーの所

得がどのような水準であるかということが問題になる. 新しいメンバーの所得が貧困ラインより

も低いものであれば, 貧困度が高くなることが期待される. また, その所得が貧困ラインより高

ければ, 貧困度が低くなることが期待される. つまり, 新しいメンバーの所得を��, 元の集団の

所得分布を x, 新しいメンバーが加わった集団の所得分布を�
�
�������とするとき, それを定式

化すると,

｢もし, ����ならば, ����� ���
�
�であり, もし, ����ならば, ����	 ���

�
�である.｣

となる.

3 アンケート調査

3.1 調査票

われわれは, 当初, Amiel and Cowell (1999) と同じ質問形式を用いて貧困尺度の背景にあ

る諸公理が一般的に支持されるかどうかを検証しようと考えた. また, 欧米での調査結果と日本

での調査結果とを比較することを計画した. しかし, 実際には, 同じ質問票を利用することはせ

ず, 彼らの質問票を参考にして異なる形式の質問票を作成した.

貧困尺度についての質問票は, 不平等尺度について調査を行った際の質問票に比べて, 質問内

容の説明などの点において複雑にならざるを得ないという問題が生じる(6). なぜなら, 仮想の数

値で所得分布を与えて質問を行う場合にしても, 所得分布の変化についての状況などを文章によっ

て与えて質問を行う場合にしても, 貧困ラインの設定が必要になるからである. 貧困の程度や比

較について回答を得るためには, そのラインより所得が低い場合には貧困, 高い場合には貧困で

貧困尺度の理論的基礎について アンケート調査による分析
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� われわれが行った不平等尺度についての質問票は, 上田, 長谷川 (2002, 2004) を参照.



はないと判断されるような一定の基準を明示しないと回答者が, 質問内容に回答できない. われ

われの調査では, 仮の数値例や文章例をもとに貧困に関わる判断を求める質問票を利用する必要

があるため, 判断に重大な影響を与えると考えられる貧困ラインを適切に提示することが, 質問

票を作る上で重要となる.

Amiel and Cowell (1999) の質問票は, 所得分布の数値例のみを与えて比較させる数値例に

よる質問と, 数値例の背景にある貧困度にかかわる諸公理が成り立つかどうかを文章によってた

ずねる文章例による質問とから成る. 数値例による質問では, 説明文に貧困ラインにあたる所得

の数値例が提示され, その後に二つの地域の所得分布の数値例が並ぶ. そして貧困度の高いほう

の分布を選択させている.

われわれは, この数値例による質問には次のような問題があると考えた. 最初に貧困ラインに

相当する内容の説明が行われ, 貧困ラインの所得が数値で与えられるものの, 数値例による各質

問に回答する際に, それをずっと覚えていなければいけない. 与えられている所得分布の要素は

少なくはないため, これは思いのほか難しい. 特に, 与えられる二つの所得分布には, 類似した

数値が並び, 違いが一目ではわかりづらいものもある. それらを比較し, かつ貧困ラインを意識

して回答を行うということは難しい.

他方, 文章例による質問では, 二つの地域の所得分布, あるいは貧困ラインの所得について文

章で記述がなされ, 貧困度の大小, あるいはその変化について選択肢が与えられている. 質問内

容は, 数値例による質問に対応している. 質問文は簡潔にまとめられているものの, その説明だ

けでは, 所得分布やその変化の状況が直感的, 具体的にわかりづらいのではないかと思われると

ころがある.

われわれは, 数値例による質問と文章例による質問との結果の比較や補完, また Amiel and

Cowell (1999) の結果との直接的比較可能性といった利点を放棄することにはなるが, 修正し

た質問票を作成することにした. それは, 彼らの数値例による質問と文章例による質問とを組み

合わせた形式のものとした. 各質問では, ただ数値を与えて比較を求めるのではなく, 所得分布

がどのように変わったのかを記述して, 二つの分布の貧困度についての判断を求めている. こう

した形式にしたのは, 何よりも質問内容を回答者に具体的にわかりやすく提示することを重視し

たためである. 貧困ラインをそれぞれの質問の中で明示する, そして, 文章例と同時に数値例を

示すことで文章例による質問の内容を具体的にイメージさせることを狙った. こうした質問票に

より, 貧困尺度の背景にある諸公理がいかに支持されているかを検証することとした. われわれ

が用いた質問票は, 資料として最後に掲載されている.

3.2 質問項目と公理

アンケートの質問項目と貧困尺度の背景にある諸公理との対応関係は, 表 1のとおりである.

質問 1では, 貧困ラインより低い所得の住民の所得が増加した場合としない場合の所得分布に

ついての貧困度の大小をたずねている. 所得が増加しても相対的に豊かなメンバーの所得が貧困
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ラインを下回るので, 正確には弱単調性についての

質問である. 質問 2では, 同じ平均所得をもつ二つ

の所得分布において, 貧困ラインより低い二組の所

得の間で, 相対的に所得が高いほうから低いほうに

所得が 1単位移転された場合の貧困度の変化をたず

ねている. 弱移転原理についての質問である. 質問

3 では, 貧困ラインより所得が高いグループと低い

グループのなかで二組の所得をそれぞれ入れ替えて,

貧困度の変化を問うものである. 質問 4では, ある

所得分布とそれが二組合わされた所得分布とについ

て, 貧困度の相違をたずねている. 質問 5 と質問 6

は, 集団の分割可能性公理について調べるためのものである. 質問 5では, 2 組の所得分布を与

え, それらの間の貧困度の比較を行う. そして, 質問 6では質問 5で用いられた 2組の所得分布

のそれぞれに第三の所得分布を加えた所得分布をつくり, それらの貧困度の相違についてたずね

ている. 質問 7では, 貧困ラインより高い所得が異なる 2組の所得分布について, 貧困度の相違

についてたずねている. 質問 8～ 10 は, 集団に新しいメンバーが加わった場合, 貧困度がどの

ように変化するかを調べる問いである. いずれの場合にも, 集団の平均所得は貧困ラインの所得

より高い. 質問 8では, その所得がそれら二つの所得水準の間にあるメンバーが加わった場合の

貧困度の変化についてたずねている. 質問９では, 平均所得よりも所得が高いメンバーが加わっ

た場合の貧困度の変化についてたずねている. 質問 10 では, 貧困ラインよりも所得が低いメン

バーが加わった場合の貧困度の変化についてたずねている.

3.3 調査

アンケート調査は, 著者達が所属する大学, すなわち日本福祉大学ならびに北海道大学の学生

を対象として行った. 対象となった学生は, 日本福祉大学 177 名, 北海道大学 87 名の総計 264

名であり, 彼らは貧困尺度などの問題について事前知識は特に持っていない.

4 集計結果

われわれの調査票の質問は, すでに記したようにAmiel and Cowell (1999) における質問票

を修正したものである. 数値例による質問と文章例による質問の区別がなく, それらが融合され

た質問形式である. しかし, 選択肢は彼らの文章による質問の場合と同じものを利用している.

こうした違いがあることを考慮した上で, われわれの調査による集計結果を彼らの結果と比較し

ながら若干の考察を行うことは可能であると考える. 以下において, 今回の調査における各質問

についての回答を記すとともにAmiel and Cowell (1999) の文章による質問に対する回答と比
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質問 公 理

質問 1 単調性

質問 2 移転原理

質問 3 対称性

質問 4 複製に関する不変性

質問 5
分割可能性

質問 6

質問 7 焦点性公理

質問 8

集団の人口増加と貧困質問 9

質問 10

表 1 質問と貧困尺度に関わる公理



較し, われわれの調査結果において諸公理が支持されているのかどうかについて検討してゆく(7).

4.1 単調性について

表 2は, 単調性に関する質問についてのわれわれの調査結果とAmiel and Cowell の結果であ

る. 質問 1 では選択肢 a が単調性を支持する回答になる. それは貧困ラインより低い所得層の

メンバーの所得が増加することによって, 貧困の程度が下がることを意味している. 双方の結果

を見ると, われわれの結果の方がAmiel and Cowell の結果よりも単調性を支持する割合が低い.

選択肢 b は所得分布の貧困度は, それぞれの所得分布において, 他のメンバーとの所得の相対

的関係に依存するという内容であり, 単調性を支持しているわけではない. われわれの調査結果

ではこれを選ぶ割合が高い. 用いた数値例では, 貧困ラインより低い所得層のメンバーの所得が

高くなっているが, 最下層の所得のメンバーと他のメンバーの所得格差は開いたことになる. こ

の公理を支持する割合がわれわれの調査において低かったのは, こうした相対的な関係を意識し

て回答が行われたのではないかと考えられる.

4.2 移転原理について

表 3は, 移転原理に関する質問 (質問 2) についてのわれわれの結果とAmiel and Cowell の

結果である. 結果は, 選択肢 cの二つの所得分布においてメンバー間の所得の相対的関係に依存

するから貧困度の大小を一概に判断できないとする回答の割合が高いという点で似ている. 選択

肢のなかで移転原理を支持するのは aである. 両調査ともにこれを選択した割合は低い. 特に,

われわれの調査においては, その割合と貧困度の変化を逆にとらえる選択肢 b を選択する割合

と変わらない. かつてわれわれが不平等尺度とその背景にある諸公理の妥当性についてアンケー
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表 2 単調性 (質問１)(％)

貧困の程度は低下(a)3 他の所得に依存(b) 貧困の程度は同じ(c)

NH1 25 53 22

AC2 44 31 24

注 1：NHはわれわれの調査結果.
2：ACはAmiel and Cowell (1999) の結果.
3：括弧内は, 質問票の選択肢の記号を示す.

表 3 移転原理 (質問 2)(％)

貧困の程度は低下(a) 貧困の程度は上昇(b) 他の所得に依存(c) その他(d)

NH 16 16 51 17

AC 22 8 41 25

� 以下においてはAmiel and Cowell (1999) における結果との比較が続く. そこで, この節ではこれ
について本文中で記述する際には, すべてAmiel and Cowell と発行年を省略して記述する.



ト調査を行ったときにも移転原理についての支持は低かった(8). 選択肢 c を選択する割合が最も

高いが, 不平等度の場合と同様, 周りの所得との関係で貧困度についての判断を行っていること

が考えられる.

4.3 対称性について

表 4 は, 対称性に関する質問 (質問 3) についてのわれわれの結果とAmiel and Cowellの結

果である. ある集団の所得分布とそのなかのいくつかの所得を並べ替えただけの所得分布につい

ての貧困度の比較であるため, 選択肢 a の貧困の程度は変わらないという回答を支持する割合

が高いことが予想される結果であった. Amiel and Cowell では, 数値例だけの比較による質問

もあるので, そちらのほうの結果を見ると, 82％が対称性を支持する回答を行っている(9). しか

し, 文章例だけの回答では, 対称性を支持する割合は高いものの数値例だけの場合に比べてその

割合は下がっている. われわれの質問形式は, 彼らの文章による質問に数値例を与えたような形

式であるため, 若干, 彼らの文章による質問に対する回答に比べ, 選択肢 a を支持する割合が

高く, 選択肢 b を支持する割合が低い結果になっている. 対称性を支持する割合が高いとはい

え, Amiel and Cowell の数値例だけの質問に対する回答に比べるとかなり低い. 選択肢 bの割

合がある程度高いということは, Amiel and Cowell も指摘するように, 所得を基準に貧困度の

比較を求められているが, 貧困度の判断には所得以外の要素が重要であるということが意識して

回答されているのではないかと考えられる(10).

4.4 複製に関する不変性について

表 5は, 複製に関する不変性に関する質問 (質問 4) についてのわれわれの結果とAmiel and

Cowell の結果である. この原理が満たされる場合, ある集団とその集団が二つ合併してできた
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表 4 対称性 (質問 3)(％)

貧困の程度は同じ(a) 変化は明らかではない(b)

NH 57 40

AC 53 44

表 5 複製に関する不変性 (質問 4)(％)

貧困の程度は同じ(a) 貧困の程度は上昇(b) 貧困の程度は低下(c)

NH 41 29 30

AC 57 29 9

� 上田, 長谷川 (2002), pp.101-102 を参照.

� Amiel and Cowell (1999), p.101, Table 7.3 を参照.

� Amiel and Cowell (1999), p.101 を参照.



集団との間では, 貧困の程度は変わらないという選択肢 a が支持されることが期待される. 結

果は両調査においてそれを選んだ割合が最も高い. しかし, Amiel and Cowell の調査ではそれ

が過半数を占めるのに対し, われわれの場合には過半数に達していない. また, 彼らの場合には,

貧困度が低くなったと回答した割合が非常に低いが, われわれの調査では, 貧困度が高くなった

と回答した割合と同じ程度あった. この原理は, かつて不平等尺度について今回と同様にアンケー

ト調査を用いて調べた際, ｢人口に関する対称性公理｣ と呼んだものに対応する. そのときには,

Amiel and Cowell の調査に比べて, われわれの調査結果では不平等度が低下したという回答の

割合が高かった(11). 頭数比率に用いられるような貧困層にいるメンバーの相対的な割合や貧困層

の総所得の全所得に占める割合などの指標は, こうした集団の合併によって変化しない. にもか

かわらず, 貧困度や不平等度が上昇する, あるいは低下すると判断する人がある程度いるという

ことは, 貧困や不平等についての判断が貧困層内の所得差や集団内の所得差などにも依存してい

る可能性を示唆するとも考えられる.

4.5 分割可能性について

表 6 は, 集団の分割可能性に関する質問 (質問 6) についてのわれわれの結果と Amiel and

Cowell の結果である. この公理が支持されるのであれば, 選択肢 a の二つの集団のそれぞれと

第三の集団が合併した場合, 貧困の程度の大小はもとの集団の貧困の程度の大小と同じであると

いう回答が選ばれるはずである. しかし, 結果は, 選択肢 a を選んだ割合が高いということに

はならなかった. むしろ, われわれの結果では, 大きな差はないが選択肢 b, c を選んだ割合の

ほうが高い. つまり支持しないという割合のほうがずっと高くなった. それに比べ, Amiel and

Cowell の場合には, この公理の支持・不支持が二分された形になっている. また, 比較の対象

として示されていないが, 彼らの数値例による質問では, この公理を支持する回答が 62％と高

い割合になっている. つまり, 数値例だけ, 文章例だけによる問いかけよりも, 両者を合わせて

具体的に状況を説明した問いかけの場合のほうが, この公理を支持する割合が低くなったという

ことになる.
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表 6 分割可能性 (質問 6)(％)

支持(a) 不支持：他の所得との関係による(b) 不支持；その他の理由(c)

NH 30 39 31

AC 46 32 14

表 7 合併前の集団の貧困度 (質問 5)(％)

貧困の程度は低下(a) 貧困の程度は上昇(b) その他(c)

NH 30 39 31

� 上田, 長谷川 (2002), p.102, 表 5 を参照.



この点については, 質問形式について再検討せざるを得ないという問題を投げかけられている

と考える. われわれの質問票の質問 6では, どのような設定で貧困の程度の大小を比較するのか

が具体的にわかるように説明されている. そこでは具体的な数値での所得分布, そしてそれを補

足する説明が与えられているが, それらが一例であるという側面だけが強調され, もとの所得分

布やそれと合併するもう一つの所得分布が変われば, 貧困の程度の大小も変わってしまうのでは

ないかという印象を回答者に与えた可能性がある. また, もとの所得分布自体の貧困度の差が明

確に判断できない状況で, 合併後についてたずねたことも結果を歪ませる要因となったかもしれ

ない. ちなみに, 質問 5では, 質問 6で用いられたもとの所得分布が示されているが, どちらの

分布が貧困かについて意見が分かれてしまっている.

4.6 焦点性公理について

表 8 は, 焦点性公理に関する質問 (質問 7) についてのわれわれの調査結果と Amiel and

Cowell の結果である. 質問 7 においてこの公理を支持する選択肢は, 貧困ラインより高い所得

のメンバーの所得が変わっても貧困の程度は同じであるという b である. われわれの調査の結

果では, 貧困の程度が高くなるという選択肢を選ぶ割合が他の選択肢を選ぶ割合よりも高い. し

かし, その差がそれほど大きなものではない. 他方, Amiel and Cowell においては, この公理

を支持する回答が最も高いものの, 貧困度の程度が高くなるという選択肢を選んだ割合との差も

大きくはない. 集団の貧困度について評価する場合, この公理にしたがうと貧困ラインより所得

が低い貧困層だけに注目して判断を行うということになるが, いずれの調査においても, むしろ

全体としての所得分布に目を向けて判断が行われているといえよう.

4.7 集団の人口増加の影響について

質問 8～質問 10 は集団に新しいメンバーが加わった場合の貧困の程度の変化についての質問

である.

表 9 は, 集団の人口増加と貧困の程度 (質問 8, 質問 9) についてのわれわれの調査結果と

Amiel and Cowell の結果である. 質問 8 および質問 9 では, 所得が貧困ラインより高い豊かな

メンバーが集団に加わったケースを扱っている. 与えられた数値例では, 集団の平均所得は貧困

ラインの所得より高い. 質問 8では新しく加わったメンバーの所得が貧困ラインの所得より高い

が集団の平均所得より低い場合について, 質問 9では新しく加わったメンバーの所得が集団の平
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表 8 焦点性公理 (質問 7)(％)

貧困の程度は上昇(a) 貧困の程度は同じ(b) 貧困の程度は低下(c) その他(d)

NH 39 33 28 n.a.

AC 31 38 13 8

注：われわれの選択肢には ｢その他｣ がないので, "n.a."とした.



均所得よりも高い場合について, 貧困の程度の変化をたずねている. この公理にしたがえば, ど

ちらの場合にも集団の貧困の程度は低下するということが期待される. しかし, 表 9のように,

われわれの調査ではいずれの場合も貧困の程度が, 低下, 上昇, 変わらないということに対して

回答に大きな差は見られない. Amiel and Cowell は, 文章例だけによる質問では貧困ラインよ

り所得が高いメンバーが加わった場合, 貧困の程度がどうなるか, というたずね方をしている.

それに対して, 貧困の程度は変わらないと判断する回答が他の選択肢を選ぶ回答に比べて多い.

質問 10 では, 貧困ラインより低い所得のメンバーが加わった場合についてたずねている. こ

の場合には貧困の程度が上昇することが期待される. しかし, 表 9で示されるように, われわれ

の調査では, それを支持する回答の割合は高くない. 他方, Amiel and Cowell の調査では, 貧

困の程度が上昇するという回答が過半数を占めている.

新しいメンバーの所得が高い場合, われわれの結果もAmiel and Cowell の結果も, ともに期

待される選択肢を選ぶ割合は高くない. この理由について推測できることとしては, Amiel and

Cowell の調査対象は, 集団の貧困度を考える場合に, 所得が貧困ラインより低い貧しい層の所

得分布の変化に注目しているのではないかと考えられる. これは, 所得が低いメンバーが加わっ

た場合には, 貧困の程度が上昇するという回答が過半数を超えることからもみてとれる. 他方,

われわれの調査対象は, 集団の貧困度を考える場合に貧困層の所得の変化だけを重視しているの

ではないようである. 質問 8と質問 9では, 新しく加わるメンバーの所得は貧困ラインより, 一

方は少しだけ高く他方は非常に高い. にもかかわらず, 回答の結果はあまり変わらない. したがっ

て, 質問 8に対する回答では貧困の程度は変わらないという回答が他よりもわずかに多いが, 質

問 9については回答が分かれる. 豊かな人が増えたことにより集団の貧困の程度が下がるという

判断をする回答者がいる一方, 貧困の程度が高くなると考えた回答者には集団内における所得格

差の広がりを重視したのではないかとも推察できる. 質問 10 において集団内のほかのメンバー

の所得との関係に依存するため一義的に判断できないとする回答が, 貧困の程度が上昇するとい

う回答と同じくらい多いのも集団内の所得差などが上と同様に回答に影響を与えていると思われ

る.
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表 9 人口増加の影響 1 (質問 8, 質問 9)(％)

貧困の程度は低下(b) 貧困の程度は上昇(a) 貧困の程度は同じ(c) 他の所得に依存(d) その他(e)

NH(質問 8) 23 22 26 17 8

NH(質問 9) 25 25 25 13 8

AC 18 14 38 14 4

表 10 人口増加の影響 2 (質問 10)(％)

貧困の程度は上昇(a) 他の所得に依存(b) その他(c)

NH 32 31 32

AC 59 19 10



5 結びにかえて

われわれの調査において, 期待される選択肢が選ばれている割合が相対的に高いという意味で

比較的支持されている公理は, 対称性公理, 複製に関する不変性公理であるといえる. 他の公理

については支持されているという結果は得られていない. これは, Amiel and Cowell (1999)

の文章による質問に対する回答結果と比べて少ない. われわれの調査結果によれば, 回答者は貧

困を貧困層だけの所得の変化というよりも, 貧困層と富裕層との所得格差や所得が最も低いメン

バーと他のメンバーとの相対的関係などを意識して回答をしているのかもしれない. しかし, こ

うした点については, さらに調査し検討することを必要とする. 調査方法などについても洗練さ

せていく必要を感じた.

われわれの調査では所得分布をもとに貧困についての判断を求めたのであるが, そもそも回答

者のなかには, 貧困について判断するときに所得のみを基準として判断しているということ自体

に疑問を持ち, 貧困の程度が上昇, 下落するといった明確な方向性のある選択肢を選ばなかった

可能性もある.

さらにAmiel and Cowell (1999) の回答にしても, 同じ公理について数値例のみによって貧

困の程度の大小を比較させた場合に比べると, 文章による質問によって回答させた場合の方が支

持の割合は低いようである. 文章による質問は, 的確に状況を説明する質問文を作成する難しさ

がある. われわれは数値例に文章で状況の説明をつけるという補足を行うことによって, 状況の

説明をより具体的に行うことを意図したが, 説明が長くなるなどの問題が生じたことは否めない.

さらに, 貧困尺度について質問を作る場合, 貧困ラインの所得を明示し, それを意識した回答を

得ることが重要であるが, 説明の不十分さによりそれができていたかどうかについては疑問が残

る. われわれは先に不平等尺度について同種の研究を行っているが, 貧困尺度についてのアンケー

トを用いた分析は, 不平等尺度の場合に比べ解決すべき問題が多いようである. こうした点を改

善していくことが残された課題である.
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[資料]

｢貧困についての感じ方｣ に関する質問票

調査の主旨

これは, 人々の貧困についての感じ方を研究するための質問票です. 私たちは, いくつかの仮

説的な状況のもとで, 皆さんが貧困についてどのように判断するかに関心があります. 感じ方に

ついての質問ですから, 以下の質問には, ｢正しい答え｣ があるわけではありません. 示されて

いる選択肢の中には経済学者が一般に考えている仮説に基づいているものもあります. しかし,

これらの仮説は必ずしも適当ではないかもしれません.

皆さんの回答が, 貧困に関する研究に新しい光を投げかけるのに役立つはずです.

なお, 質問票には匿名で答えてください. 決して名前や学籍番号を書かないでください.

調査に参加していただいた皆さんに感謝します.

質問

以下には, 二つの地域における住民の所得分布について数値で示された例と, それについての

説明が書かれています. そして, これらに関する質問がその下にあり, 選択肢にａ, ｂ, ｃ, …

と記号が付けられています. それらの中であなたの考えにもっとも近いものを選んで, その記号

を回答欄のかっこ内に書いてください.

質問は全部で 10 問あります.

１ Ａ(4, 8, 12, 30, 40, 50, 66)

Ｂ(4, 9, 12, 30, 40, 50, 66)

(説明) これは同じ人数の住民がいるＡ地域とＢ地域における住民の所得分布である. 両地域

において基本的な生活をおくるために必要な所得の水準は��とする.

Ａ地域とＢ地域の住民の所得は, 太字で示されている一人を除いて同じである. Ｂ地

域で所得が低い方から 2 番目の人の所得 (9) は, Ａ地域で所得が低い方から 2 番目の

人の所得 (8) より高い. しかし, どちらの地域においても所得が低い方から 2番目の

人の所得は, その地域で基本的な生活をおくるために必要な所得の水準より低い.

[問] この状況についてどう考えますか. ａ～ｃから選んでください. 回答【 】

ａ Ａ地域の方がＢ地域よりも貧困の程度が大きい.

ｂ 所得が低い方から 2番目の人の所得とそれ以外の人々の所得との比率は, Ａ地域と

Ｂ地域では異なる. したがって, どちらの地域において貧困の程度が大きいかをはっ

きりと言うことはできない.

ｃ 上のａ, ｂのどちらでもない.
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２ Ａ(4, 8, 12, 30, 40, 50, 66)

Ｂ(4, 9, 11, 30, 40, 50, 66)

(説明) Ａ地域とＢ地域には, ともに同じ人数の住民がいて基本的な生活をおくるために必要

な所得は��である. 両地域では, 二人 (太字部分) を除けば, 住民の所得は同じであ

る. どちらの地域でも所得が低い方から 2番目, 3 番目の住民の所得は��より低い.

Ａ地域で所得が低い方から 3番目の住民の所得 (12) は, Ｂ地域で所得が低い方から

3番目の住民の所得 (11) より 1 単位高く. 他方, Ａ地域で所得が低い方から 2番目の

住民の所得 (8) は, Ｂ地域で所得が低い方から 2番目の住民の所得 (9) よりも 1単位

低い.

[問] この状況についてどう考えますか. ａ～ｄから選んでください. 回答【 】

ａ Ａ地域における貧困の程度は, Ｂ地域における貧困の程度より大きい.

ｂ Ｂ地域における貧困の程度は, Ａ地域における貧困の程度より大きい.

ｃ Ａ地域とＢ地域では, 二人の住民の所得と他の人々の所得との比率が異なるから,

どちらの地域における貧困の程度が大きいかをはっきり言えない.

ｄ 上のいずれでもない.

３ Ａ(4, 8, 12, 30, 66, 50, 40)

Ｂ(12, 8, 4, 30, 40, 50, 66)

(説明) 人々の所得分布についてＡとＢの二つの場合を考えてみる. 人々に関する条件は所得

以外ではまったく同じであり, 基本的な生活をおくるために必要な所得は��である.

Ｂの場合, 人々の所得分布は, Ａの場合の所得が並べ替えられたものである. 太字部

分が並べられた部分である.

[問] これらを見てどう考えますか. ａ, ｂから選んでください. 回答【 】

ａ 二つの状況で貧困の程度は同じである.

ｂ 二つの状況で貧困の程度が同じであるかどうかは明らかではない.

４ Ａ( 4, 8, 12, 30, 40, 50, 66 )

Ｂ( 4, 4, 8, 8, 12, 12, 30, 30, 40, 40, 50, 50, 66, 66 )

(説明) 住民の所得分布が同じで, 基本的な生活をおくるのに必要な所得水準も��で同じで

ある双子のような二つの地域があるとする. これら二つの地域は, 所得以外の状況も全

く同じである. これら二つの地域が一つに合併したとする. つまり, 所得分布がＡであ

るような地域が二つあり, それらが合併した結果, 住民の所得分布がＢになったとする.

ただし, 合併することでさまざまな条件は何も変わらないとする.

[問] この状況についてどう考えますか. ａ～ｃから選んでください. 回答【 】

ａ 一つに合併された地域の貧困の程度は, 合併する前のそれぞれの地域における貧困
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の程度と変わらないだろう.

ｂ 一つに合併された地域の貧困の程度は, 合併する前のそれぞれの地域における貧困

の程度よりも高くなるだろう.

ｃ 一つに合併された地域の貧困の程度は, 合併する前のそれぞれの地域における貧困

の程度よりも低くなるだろう.

５ Ａ(4, 8, 12, 30, 40, 50, 66)

Ｂ(5, 6, 13, 30, 40, 50, 66)

(説明) Ａ地域とＢ地域では住民の数は同じで, ともに基本的な生活をおくるには��の所得

が必要である. 両地域の所得分布は, 太字で示されているように, 基本的な生活をおく

るのに必要である��より低い住民の所得が異なる.

[問] この状況についてどう考えますか. ａ～ｃから選んでください. 回答【 】

ａ Ａ地域の方が貧困の程度は大きい.

ｂ Ｂ地域の方が貧困の程度は大きい.

ｃ 上のａ, ｂどちらでもない.

６ Ａ(4, 7, 8, 12, 30, 40, 50, 53, 66 )

Ｂ(5, 6, 7, 13, 30, 40, 50, 53, 66 )

(説明) いま, P地域とQ地域では基本的な生活をおくるのに必要な所得水準も��で同じで

あり, 両地域の住民の数は同じで, 住民の所得分布は,

Ｐ(4, 8, 12, 30, 40, 50, 66)

Ｑ(5, 6, 13, 30, 40, 50, 66)

であるとする. 太字部分の所得は異なるが, 住民の所得の合計は等しい.

他方, C 地域と C' 地域の住民の数は同じで所得分布も以下のように同じである. ま

た, 基本的な生活をおくるのに必要な所得水準もP地域, Q地域と同じ��である.

Ｃ( 7, 53 ) Ｃ'( 7, 53 )

Ｐ地域とC地域が合併して上のA地域, Q地域とC'地域が合併して上のＢ地域になっ

たとする.

[問] この状況についてどう考えますか. ａ～ｃから選んでください. 回答【 】

ａ 合併前, P地域の貧困の程度が, Q地域の貧困の程度より高 (低) ければ, 合併後

のA地域における貧困の程度が, B地域における貧困の程度より高い (低い).

ｂ A地域と B地域では, 住民間の所得の比率が異なるから, どちらの地域における

貧困の程度が大きいかをはっきり言えない.

ｃ 上のａ, ｂのどちらでもない.
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７ Ａ(4, 8, 12, 30, 40, 50, 66)

Ｂ(4, 8, 12, 30, 140, 150, 166)

(説明) 基本的な生活をおくるのに必要な所得水準を��とするとき, Ａの状況において��

よりも高い所得を得ている住民のうち, 3 人の所得が増加して住民の所得分布がＢのよ

うな状況になった. 所得が変化したのは太字部分である.

[問] この変化についてどう考えますか. ａ～ｃから選んでください. 回答【 】

ａ 貧しい人々は, 自分の所得を他の人々の所得と比べるので, 貧困の程度は大きくな

るだろう.

ｂ 貧困の程度は, 貧しくない人々の所得には関係ないので, 貧困の程度は変わらない

で維持されるであろう.

ｃ 貧困を緩和するために, Ｂの状況ではＡの状況よりも全体の所得の中の少ない割合

の所得を貧しい人に移転すればよいから, Ｂの状況の方が貧困の程度は小さいだろう.

８ Ａ(4, 8, 12, 30, 40, 50, 66)

Ｂ(4, 8, 12, 20, 30, 40, 50, 66)

(説明) ある地域の住民の所得分布はＡであり, 基本的な生活をおくるのに必要な所得は��

であるとする. そこに所得が��よりも高い人が引っ越してきた結果, 所得分布の状況

がＢのようになったとする. 太字部分が引っ越してきた住民の所得である. その地域で

基本的な生活をおくるのに必要な所得は��で変わることなく, 引っ越してきた人以外

の所得も変わらないままであるとする.

[問] この状況についてどう考えますか. ａ～ｅから選んでください. 回答【 】

ａ この地域の貧困の程度は高まる.

ｂ この地域の貧困の程度は低くなる.

ｃ この地域の貧困の程度は変わらない.

ｄ ＡとＢでは, 住民間の所得の比率が異なるから, どちらの貧困の程度が大きいかを

はっきり言えない.

ｅ 上のａ, ｂ, ｃ, ｄのいずれでもない.

９ Ａ(4, 8, 12, 30, 40, 50, 66)

Ｂ(4, 8, 12, 30, 40, 50, 66, 100)

(説明) 上の８と同じ状況であるが, 引っ越してきた人の所得が 100である場合.

[問] この状況についてどう考えますか. ａ～ｅから選んでください. 回答【 】

ａ この地域の貧困の程度は高まる.

ｂ この地域の貧困の程度は低くなる.

ｃ この地域の貧困の程度は変わらない.
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ｄ ＡとＢでは, 住民間の所得の比率が異なるから, どちらの貧困の程度が大きいかを

はっきり言えない.

ｅ 上のａ, ｂ, ｃ, ｄのいずれでもない.

10 Ａ(4, 8, 12, 30, 40, 50, 66)

Ｂ(4, 8, 12, 14, 30, 40, 50, 66)

(説明) ある地域の住民の所得分布はＡであり, 基本的な生活をおくるのに必要な所得水準は

15 であるとする. そこに所得が��より低い人が引っ越してきた結果, 所得分布の状況

がＢのようになったとする. 太字部分が引っ越してきた住民の所得である. その地域で

基本的な生活をおくるのに必要な所得は��で変わることなく, 引っ越してきた人以外

の所得水準も変わらないままであるとする.

[問] この状況についてどう考えますか. ａ～ｃから選んでください. 回答【 】

ａ 貧しい人が一人増えたのだから, その地域の貧困の程度は高くなる.

ｂ ＡとＢでは, 住民間の所得の比率が異なるから, どちらの貧困の程度が大きいかを

はっきり言えない.

ｃ 上のａ, ｂのどちらでもない.

ご協力ありがとうございました.
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